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１．財政収支の試算の概要１．財政収支の試算の概要

（１）目的

　　　　「県民サービスの確保」と「財政健全化の推進」の両立を図るため、財政収支の試算を行い
ました。

（２）試算の前提条件
　

　　■　地方法人特別譲与税や地方再生対策費の創設、決算剰余金等を反映

　　■　地方交付税の事業費補正や公債費は積み上げ、その他の需要額については「歳出・歳入一体
改革」の行われる平成23年度まで 、▲０.７％（平成20年度当初予算編成推計値）とし以降
は同額

　　□　すでに本県は、全国に先駆けた厳しい行財政改革を推進してきた経過（※注１）を踏まえ、
とりあえず今回の試算の前提として、以下の経費以外は平成２０年度と同額での推計を行いま
した。（※注２）

　　□　人件費は平成22年度に知事部局3,400人として以降は固定

　　□　扶助費及び社会保障費は年３.１％増（過去の伸び率や人口動向による推計）、大規模事業は
積み上げ

歳　入歳　入

※注１）投資的経費：３０％（対平成7年度比）、経常的経費：６８％（対平成11年度比）

※注２）試算の前提として、積み上げ経費以外を平成２０年度と同程度、さらに普通建設事業については積み上
　　　げ分を含めて平成２０年度と同程度（７００億円）以上と設定

歳　出歳　出
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（３）試算の結果

　　＜平成23年度までの短期の財政運営＞

　　▼　前回の２月推計後、起債の効果的な発行を実施したことなどにより、財政調整的な基金の残
高の増加を図りました。

　　▼　この結果、先々発生する財源不足に対して、徴収率の向上や事務事業見直し、執行管理の徹
底などを図ったうえで、特定目的基金をタイミング良く取り崩すなどの対応により、県民サー
ビスを確保しつつも平成23年度までの財政運営に一定の目途を立てることができました。

　　▼　これにより前回の推計と比べ、収支が赤字になる時期が平成22年度から平成23年度と財政
事情が一定改善する見通しとなりました。

　　＜平成24年度以降の財政運営＞

　　▽　平成24年度以降の動向は「歳出・歳入一体改革」や抜本的な税制改正の論議、あるいは地方
分権改革の動向に大きく左右されることになります。

　　▽　全国の自治体においても本県の状況と同様な試算（※注３）となっています。

　　▽　国において「骨太の方針2008」に基づき、財政力格差の是正に向けた交付税の傾斜配分や
税財政制度の抜本的な見直しが着実に行われる必要があります。　　

　 　◎今後の具体的な財政運営については、毎年の当初予算編成の中で決定していくこととなります。

　　 ◎財政再生団体への転落が予想される場合には、さらに緊急的に様々な対応を図らざるを得ませ
んが、試算ではこの点は反映していません。

（４）平成２１年度当初予算編成の考え方

　　○　平成２１年度当初予算編成に向けては、上記の試算結果を踏まえ、併せて政策のメリハリづ
けなどに留意をしつつ、適宜必要な見直しを行い、「県民サービスの確保」と「財政健全化の
推進」の両立を図る対応策を検討してまいります。

※注３）全国の都道府県、市町村を合わせた基金残高は平成23年度には枯渇（参考：平成20.6.18開催全国知事
会第３回地方財政の展望と地方消費税特別委員会資料）
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２．今後の財政収支の試算　　①　前回推計との比較２．今後の財政収支の試算　　①　前回推計との比較
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注2）行政改革等推進債、退職手当債は財源不足額から除いている。

注3）この試算はあくまで見込みであり、今後の「歳出・歳入一体改革」や地方財政対策の動向により大きく変動する可能性がある。
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２．今後の財政収支の試算　　②　今回推計の詳細２．今後の財政収支の試算　　②　今回推計の詳細
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参考１　試算の前提条件参考１　試算の前提条件

（１）歳　　入

　ア　一般財源

　　　地方法人特別譲与税や地方再生対策費の創設を反映するとともに、交付　
　　税算入される事業費補正や公債費を推計し、これ以外の基準財政需要は　　
　　｢歳出・歳入一体改革」によりＨ２３まで０．７％減少、Ｈ２４以降はＨ２３と同額

　（ア）県税及び地方消費税清算金

　　 ○伸び率　　　同　左

　　　○法人事業税 　　　　　　　　Ｈ２１：△３５億円、Ｈ２２以降：△７０億円

　　　○地方法人特別譲与税　　　Ｈ２１：＋７７億円、Ｈ２２以降：＋１５４億円

　（イ）地方交付税及び臨時財政対策債

　　 ○地方交付税・臨時財政対策債

　　　　　・地方再生対策費はＨ２０と同額（約４１億円）

　　　　　・事業費補正・公債費は積み上げ

　　　　　・上記以外の需要額はＨ23まで毎年△0.7％（Ｈ20当初予算編成時

　　　　　　　推計値）、Ｈ24以降はＨ23と同額

　　　　○特別交付税

　　　　　　　　　Ｈ23まで△10.1％（過去５年平均の増減率）

　（ウ）その他

　　　　　同　左

　イ　特定財源

　 （ア）　

　 （イ）　　　同　左

　 （ウ）　

　（エ）　決算剰余金・補正予算の反映

　 　　　決算剰余金２４億円、補正予算△１３億円

（１）歳　　入

　ア　一般財源

　　　 「歳出・歳入一体改革」により、Ｈ23まで一般財源が毎年15億
円減少、Ｈ24以降はＨ23と同額

　（ア）県税及び地方消費税清算金

　　○伸び率　Ｈ23までの間名目成長率2.0％

　（イ）地方交付税及び臨時財政対策債

　　○ 地方交付税：Ｈ23まで毎年約△0.7％、Ｈ24以降はＨ２3と同額

　　○臨時財政対策債：Ｈ23まで毎年△10.0％

（ウ）その他

　　　　Ｈ20当初予算ベース（特別交付金はＨ22から０）

　イ　特定財源

　　（ア）歳出の財源構成と連動

　　（イ）行政改革推進債・退職手当債を発行限度額まで発行

　　（ウ）基金繰入金

　　　　　○ 減債基金　償還ルール分及び満期一括償還への積立分繰入

　　　　　○ その他基金　南海地震対策基金からの繰入

Ｈ20.7月推計Ｈ20.2月推計
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（２）歳　　出

ア　経常的経費

　（ア）義務的経費

　　○人件費　知事部局Ｈ２６で３，０００人

　　○扶助費　３．０％

　

　 ○公債費

　　　　既存借入分：積上げ

　　　　新規発行分：下記条件で推計

　　　　・資金区分　　政府資金は公共、災害、住宅

　　　　・償還年限

　　　　　政府資金20年（うち据置3年）

　　　　　縁故資金10年（うち据置3年）：満期一括（5年）：満期一括（10年）

　　　　　＝40：42：18

　　　　・金　利　２０年：２．５％、１０年：２．５％、５年：２．０％

　　　　・満期一括の積立金を計上　　 ３年据置、毎年6%を17年間積立

　　　　・財政融資資金の繰上償還

　　　　　　H19：3,115百万、H20：2,510百万円

　　○その他経費　

　　　・積上経費　個別積上

　　　・上記を除く通常分 　　Ｈ２０～Ｈ２３の間、毎年△１５％　　　
　　　　　　　　　　　　　　　（△２,２００　（一）△１,３００）　　
イ　投資的経費

　（ア）普通建設事業費

　　○大規模事業　 個別に積み上げ

　　○通　常　分　　Ｈ20～Ｈ23の間、毎年△５％

　　　　　　　　　　　　　　　（△３,２５０　（一）△６５０）　

（イ）災害復旧事業費　　伸び率　　０．０％ 　　　

（２）歳　　出

ア　経常的経費

　（ア）義務的経費

　　○人件費　知事部局Ｈ２２に３，４００人とし、以降固定

　　○扶助費　３．１％（過去の伸率や人口動向に基づく推計）

　　　　　（参考：厚生労働省推計値：３．２％）

　　○公債費

　　　　既存借入分：同　左

　　　　新規発行分：下記条件で推計

　　　　　　・資金区分　　同　左

　　　　　　・償還年限

　　　　　　　政府資金　同　左

　　　　　　　縁故資金10年（うち据置3年）：満期一括（5年）：満期一括（10年）

　　　　　　　＝51：39：10

　　　　 ・金　利　　同　左

　 　　・満期一括の積立金を計上　　　　　同　左

　　　　　・公的資金の繰上償還

　　　　　　　　　H19：787百万、H20：4,909百万円

　　　　　　　　　H21：605百万円、H20とH21は借換債発行

　　○その他経費

　　　　・積上経費　個別積上（うち社会保障関係費は３．１％）

　　　　・上記を除く通常分 Ｈ２０と同額（シーリング０）　　

イ　投資的経費

　（ア）　普通建設事業費

　　○大規模事業　個別に積み上げ

　　○通　常　分　　　Ｈ２０と同額（シーリング０）

　　　　　※大規模事業も含めて平成２０年度と同程度（７００億円）以上を設定

（イ）災害復旧事業費　　伸び率　　０．０％ 　　

Ｈ20.7月推計Ｈ20.2月推計
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参考２　高知県の状況参考２　高知県の状況
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※高知県の職員数（知事部局） （単位：人，％）
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H⑮：５２０億円の半分以下！
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平成２０年度高知県一般会計当初予算における一般財源の概念図
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（単位：百万円）

（一） （債） （他）
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南海地震対策
（県有建築物耐震化工事）

合　　　　　計（Ａ）

その他

その他庁舎整備費

公安委員会

新直轄事業

中村警察署建設事業費
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文化ﾎｰﾙ

身体障害者ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ
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安芸・芸陽病院建て替えに係る一般
会計負担

政策企画部

4,466

事業費（公債費負担を除く）

今後の財政収支の試算（Ｈ２０～２６）で見込む大規模事業調書

部　　　局　　　名

4,963 554497

項　　　　　　　　　目

総務部

-９-


